
施策評価シート

１　施策基本情報

2027年度目標値

基本政策間連携

3 防災無線維持管理事業 実施

指標の説明（単位）

（実施組織数/自主防災組織設立数（９７組織））（％）

専任組織数（対象は自主防災組織設立済みの97組織）

回数

名
称

柱を構成する主要事務事業 区分

1

3

4

3

まちづくり講座の実施

指標の説明（単位）

公助の推進 主管課

2

2022年度目標値
2027年度目標値

防災課

災害から自分のことは自分で守るため、防災意識の高揚や地域での防災訓練への参加促進を図り、自助の取組を推進する。

名
称
共助の推進 防災課

災害発生時に、地域においてお互いに支えあい、お互いを災害から守るため、自主防災組織の活動支援や自主防災組織への加
入促進を図り、共助の取組を推進する。

1

2

33.00

計画策定時
2022年度目標値

詳
細
市民の生命、身体、財産を災害から守るため、防災訓練の実施や災害危険個所の調査、公共施設の安全対策などを図り、公助の
取組を推進する。

3

指標の説明（単位）

専任組織数（対象は自主防災組
織設立済みの97組織）

計画策定時
2022年度目標値
2027年度目標値

1

基本政策間連携

49.00

6

6

5

施策等名称 災害に強い支えあいのまちづくりの推進
体系番号 0702010102
主管課 防災課

①

現状と課題

豪雨や洪水、豪雪といった各種災害、市民生活に甚大な被害を及ぼす恐れのある大規模災害への対処など、いざというと
きに重要な役割を果たす自主防災組織活動を活性化する必要があります。また、地域での防災に関する活動、日頃からお
隣同士の顔が見える関係を築くこと。地域においての支え合いや、防災意識の高揚がより必要になっています。

めざす将来像
（あるべき姿、基本的

な考え方）

地域での防災に関する活動を通じて、日頃からお隣同士の顔が見える関係を築いていくことで、災害に強い支えあいのま
ちづくりを推進します。

施
策
指
標

②

③

計画策定時

95.00

指標名称

自主防災組織防災訓練実施率
100.00
33.00
49.00
40.00
50.00

90.50

11.00

36.00

防災リーダー専任組織数

まちづくり講座の実施回数

名
称
自助の推進

施
策
の
柱
2

まちづくりの目標指標

施
策
の
柱
1

詳
細

まちづくりの目標指標

2

95.00

100.00
90.501

（実施組織数/自主防災組織設立
数（９７組織））（％）

柱を構成する主要事務事業

主管課

詳
細

基本政策間連携

3

区分

自主防災組織防災訓
練実施率

防災リーダー専任組織
数

11.00

施
策
の
体
系

施
策
の
柱
3

まちづくりの目標指標

2022年度目標値
計画策定時

2027年度目標値
指標の説明（単位）

3

講座実施回数 36.00
40.00

50.00 2 防災訓練事業 実施

5

4

6

主管課

1

地域防災計画推進事業 実施

柱を構成する主要事務事業 区分

1

5

自主防災組織活動支援
事業費

実施

2

実施

2

自主防災組織活動支援
事業費

4



２　指標等の推移と変動要因

実績は減少したが、近年の災害により各自主防災組織や各種団体、個人の防災に対しての意識が上がってきている

2020年度
コロナ感染対策のため実績は減少したが、近年の災害により各自主防災組織や各種団体、個人の防災に対しての意識が上がってき
ている。

2021年度
コロナ感染対策のため実績は減少したが、近年の災害により各自主防災組織や各種団体、個人の防災に対しての意識が上がってき
ている。

2022年度

複数年の任期や、リーダーシップを取らなければならないことに躊躇する方が多い。

2021年度 複数年の任期や、リーダーシップを取らなければならないことに躊躇する方が多い。

2022年度

変
動
要
因
等

2018年度 近年の災害により各自主防災組織や各種団体、個人の防災に対しての意識が上がってきているため

2019年度

近年の災害により各自主防災組織の防災に対しての意識が上がってきているが、コロナ感染対策のため、訓練数が激減してしまった。

2022年度

40.00 50.00 95.00 72.50 80.00 0.00

施策
まちづくり講座の実施

36.00 46.00 38.00 29.00 32.00

3

変
動
要
因
等

2018年度 複数年の任期や、リーダーシップを取らなければならないことに躊躇する方が多い。しかし微増だが増えはいる。

2019年度 複数年の任期や、リーダーシップを取らなければならないことに躊躇する方が多い。しかし微増だが増えはいる。

2020年度

33.00 48.48 51.52 51.52 51.52 0.00

施策
防災リーダー専任組織数

11.00 16.00 17.00 17.00 17.00

2

変
動
要
因
等

2018年度 近年の災害により各自主防災組織の防災に対しての意識が上がってきているため

2019年度 近年の災害により各自主防災組織の防災に対しての意識が上がってきているため

2020年度 近年の災害により各自主防災組織の防災に対しての意識が上がってきているが、コロナ感染対策のため、訓練数が激減してしまった。

2021年度

30.00 28.00

1 95.00 100.00 103.08 31.58 29.47 0.00

施策
自主防災組織防災訓練実施率

90.50 97.93 97.93

施策等名称 災害に強い支えあいのまちづくりの推進
体系番号 0702010102
主管課 防災課

2021年度 2022年度

指標No. 中間目標値 実績値　/　達成率（実績値÷目標値）

2020年度体系区分
成果指標名

計画策定時 2018年度 2019年度



改
革
・
改
善

改革・
改善内容

災害時における、高齢者
や障害のある方などの
災害弱者への対応につ
いて各自主防災組織内
での検討の実施。
自主防災組織での避難
対応と、避難のタイミン
グについての検討。
区長会や、まちづくり講
座での、自主防災組織
防災資機材整備補助事
業の説明と活用状況の
説明の実施。

災害時における、高齢者
や障害のある方などの
災害弱者への対応につ
いて各自主防災組織内
での検討の実施。
自主防災組織での避難
対応と、避難のタイミン
グについての検討。
区長会や、まちづくり講
座での、自主防災組織
防災資機材整備補助事
業の説明と活用状況の
説明の実施。

2021年5月31日 2022年5月30日

作成担当者
最終評価責任者
最終評価年月日

藤森岳肇 藤森岳肇 藤森岳肇 笠原直弘

伊藤弘通 伊藤弘通 伊藤弘通 有賀淳一

令和元年5月31日 2020年7月17日

避難指示が出ていても
個人の判断だけで避難
することができず、被害
にあってしまう方が多
い。
自主防災組織による避
難時の住民への呼びか
けや、一斉避難によるこ
とで犠牲者ゼロの対策を
図る。

施
策
の
柱
等
の
重
点
化

災害時における、各自主
防災組織の高齢者や障
害のある方、災害弱者
への対応。自主防災組
織の避難対応と、避難
のタイミング。自主防災
組織防災資機材整備補
助事業の活用状況に、
各自主防災組織の間で
大きな開きが出てきてい
る。全てにおいて区長会
でお願いしているが、な
かなか進まない状況。

重点化する
施策の柱

2 2 2 2

重点
事務事業

1

災害時における、高齢者
や障害のある方などの
災害弱者への対応につ
いて各自主防災組織内
での検討の実施。
自主防災組織での避難
対応と、避難のタイミン
グについての検討。
区長会や、まちづくり講
座での、自主防災組織
防災資機材整備補助事
業の説明と活用状況の
説明の実施。

1

理　由

８月の大雨、９月の土石
流災害じにおいて、市内
一部地域に避難指示を
出した。各地区との連絡
を避難指示前から行なっ
ており、人的被害なしで
あった。
近年の風水害等により
多くの自主防災組織住
民が個別受信機の配備
を行なっている。

避難勧告、避難指示が
出ていても個人の判断
だけで避難することがで
きず、被害にあってしま
う方が多い。
自主防災組織による避
難時の住民への呼びか
けや、一斉避難によるこ
とで犠牲者ゼロの対策を
図る。

避難勧告、避難指示が
出ていても個人の判断
だけで避難することがで
きず、被害にあってしま
う方が多い。
自主防災組織による避
難時の住民への呼びか
けや、一斉避難によるこ
とで犠牲者ゼロの対策を
図る。

災害時における高齢者
や障害のある方等の災
害弱者への対応。
自主防災組織防災資機
材整備補助事業の活用
状況に、各自主防災組
織の間で開きが出てき
ている。区長会を通じて
お願いしているが、なか
なか進まない状況であ
る。

災害時における、高齢者
や障害のある方などの
災害弱者への対応につ
いて各自主防災組織内
での検討の実施。
自主防災組織での避難
対応と、避難のタイミン
グについての検討。
区長会や、まちづくり講
座での、自主防災組織
防災資機材整備補助事
業の説明と活用状況の
説明の実施。

1 1

避難勧告、避難指示が
出ていても個人の判断
だけで避難することがで
きず、被害にあってしま
う方が多い。
自主防災組織による避
難時の住民への呼びか
けや、一斉避難によるこ
とで犠牲者ゼロの対策を
図る。

総
合
評
価

主
な
取
組
内
容
や
成
果

１０月に市内を通過した
台風の際に、浸水被害
が発生した地区との連
絡を発災前から常に行
なったことにより、避難
の際は一斉避難がで
き、避難者の取り残しな
く避難対応が行なえた。
近年の風水害等により
多くの自主防災組織住
民が個別受信機の配備
を行なった。

１０月に市内を通過した
台風の際に、浸水被害
は発生しなかったが、ち
の地区内の上原・横内
区の一部に避難指示を
出した。各地区との連絡
を避難指示前から行なっ
ており、避難の際は一斉
避難ができた。
近年の風水害等により
多くの自主防災組織住
民が個別受信機の配備
を行なっている。

本年度は、台風上陸もな
く、大きな浸水被害は発
生しなかった。昨年、浸
水害による避難指示が
出されたちの地区内の
上原・横内区において地
震・浸水等を想定した地
区防災マップの作成が
行なえた。
また、近年の風水害等
により多くの自主防災組
織住民が個別受信機の
配備を行なっている。

課
題

災害時における、各自主
防災組織の高齢者や障
害のある方、災害弱者
への対応。
自主防災組織の避難対
応と、避難のタイミング。
自主防災組織防災資機
材整備補助事業の活用
状況に、各自主防災組
織の間で大きな開きが
出てきている。

災害時における、各自主
防災組織の高齢者や障
害のある方、災害弱者
への対応。
自主防災組織の避難対
応と、避難のタイミング。
自主防災組織防災資機
材整備補助事業の活用
状況に、各自主防災組
織の間で大きな開きが
出てきている。

28,771,592

28,771,592

0.96

0.96

144,021,000

144,021,000

44,919,373

44,919,373

進捗評価 おおむね順調 おおむね順調 おおむね順調 おおむね順調

0.31

0.31

30,078,049

30,078,049

増減理由
（一般財源
前年度比
±10％以
上の場合
に記載）

5.01

5.01

施策等名称 災害に強い支えあいのまちづくりの推進
体系番号 0702010102
主管課 防災課

３　評価・改革改善 （単位：円）

評
　
　
　
　
　
価

項　　目 2018年　（前年度比） 2019年　（前年度比） 2020年　（前年度比） 2021年　（前年度比） 2022年　（前年度比）

投
資
額

事業費(円)

うち一財(円)


